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中小企業の自己変革・持続的成長支援 （一部新規） [1頁] 

 
 
 
 
 
 
 

 

①資金繰り支援および事業継続支援の充実 

○ゼロゼロ融資等の柔軟な条件変更及び超長期・低利な借換え制度の整備に向けた国への働きかけ 

○燃料価格の高騰に対する支援拡充 

○事業再構築補助金を補完する補助金等の整備 

○京都府事業承継・引継ぎ支援センターの利用促進 

○倒産・廃業を最小限に止めるための経営安定相談事業の強化に向けた予算拡充 

円滑な価格転嫁に向けた環境整備・パートナーシップ構築宣言の推進（新規） [4頁] 

 
 （新規）  
○円滑な価格転嫁の実現に向けた支援体制強化のための新たな予算措置 

○「パートナーシップ構築宣言」事業者に対する強力なインセンティブの付加 

次世代の産業人財の採用・育成・定着支援 （一部新規） [4頁] 

 

 

○「採用」・「育成」・「定着」におけるシームレスな支援を実施するための専門家派遣予算の充実 

○イノベーション力の向上に資する他社・異業種との合同研修・交流会への支援 

○深刻な人手不足に対応する人財確保・定着に関する各種施策の取組強化 

「大阪・関西万博」を通じた京都経済活性化への取組 （一部新規） [6頁] 

 

 

 

②経営支援体制の強化および IT化・DX推進等支援策の充実 

○経営支援員の増員、専門的技能の獲得や相談スペースの確保等の支援体制強化のための予算拡充 

○中小企業の IT化促進に資する支援事業及び支援体制強化に向けた予算拡充 

 [6頁] 

 

 

○文化庁京都庁舎を活用した伝統産業の魅力の発信に向けた働きかけ 

○文化的起業家の育成やクリエイターの京都定着・集積を促す施策の強化 

○「文化と産業の交流拠点」管理運営者に対する財政的支援  

○京都における「大阪・関西万博」機運醸成の取組強化、京都企業の万博への参画支援     

○京都ブース展示の充実および催事会場の活用や会期中の京都誘客に関する検討  

○京都ブース等でのスタートアップの革新的技術やサービスの発信・実証に関する検討 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．次世代の産業人財の採用・育成・定着  再掲・重点３ 

２．京都経済センターの機能推進と京都知恵産業創造の森への支援 

３．大学と中小企業との交流促進による産学連携の拡大 

４．ダイバーシティ経営の推進（一部新規） 

５．中小企業における健康経営の普及・促進 

Ⅱ．産業人財の育成に関する項目 

・・・・（4頁） 

・・・・・12頁 

・・・・・12頁 

・・・・・13頁 

・・・・・13頁 

１．文化交流拠点施設の整備など文化庁移転を契機とした取組の推進  再掲・重点４ 

２．KYOTO Next Award事業への支援（一部新規） 

３．京都のブランド力向上に向けた伝統産業への支援（一部新規） 

○節目の 30回を迎える Fashion Cantata from KYOTOの開催支援 

４．KYOTO CMEXへの支援 

５．観光産業への支援強化（一部新規） 

○人手不足に悩む事業者の人財確保・育成・定着支援 

６．文化財や産業遺産の活用および魅力発信の推進 

７．ＭＩＣＥの戦略的推進 

８．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用 

Ⅲ．京都ブランドの振興に関する項目 

・・・・・(6頁) 

・・・・・14頁 

・・・・・14頁 

 

・・・・・15頁 

・・・・・15頁 

 

・・・・・16頁 

・・・・・17頁 

・・・・・17頁 

 

 

１．大阪・関西万博を通じた京都経済活性化への取組 再掲・重点５ 

２．ライフサイエンス産業への支援  

３．都市の活性化につながる企業立地の促進（一部新規） 

４．京都経済活性化に向けた交通インフラの整備 

５．関西文化学術研究都市の整備促進（一部新規） 

６．安心・安全な暮らしと産業の活性化を両立するまちづくり（一部新規） 

７．超過課税の適正な活用について  

 

Ⅳ．都市インフラ・産業インフラに関する項目 

・・・・・(6頁) 

・・・・・17頁 

・・・・・18頁 

・・・・・18頁 

・・・・・19頁 

・・・・・19頁 

・・・・・20頁 

 

１．中小企業の自己変革・持続的成長支援  再掲・重点１ 

○多様な支援ニーズに対応する経営支援員育成に向けた予算の充実 

２．円滑な価格転嫁に向けた環境整備・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ構築宣言の推進 再掲・重点２ 

３．コロナ禍の完全脱却に向けた新市場販路開拓支援の充実 （一部新規） 

 ４．「京都・知恵アントレ大賞」受賞企業や“K-CAP”への支援 （一部新規） 

５．知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充 

６．創業への機運醸成と創業後のフォロー支援（一部新規） 

○創業塾の実施・フォロー支援のための安定的予算の確保 

７．事業継続計画（BCP）策定支援の充実（一部新規） 

８．海外ビジネスの支援強化 （一部新規） 

９．小売商業・商店街への支援 

１０．消費税インボイス制度にかかる中小企業の負担軽減策の検討（一部新規） 

１１．カーボンニュートラルに向けた中小企業の取組への支援 

１２．府内商工会議所の連携による経営支援等の強化（一部新規） 

Ⅰ．中小企業の支援に関する項目 

・・・・(1頁) 

 

・・・・(4頁) 

・・・・・7頁 

・・・・・8頁 

・・・・・9頁 

・・・・・9頁 

 

・・・・・10頁 

・・・・・10頁 

・・・・・11頁 

・・・・・11頁 

・・・・・11頁 

・・・・・12頁 



 

京都府知事 西脇隆俊 様 

 

京都府の令和６年度予算・施策に関する要望 
 

京都府におかれましては、日頃から府民生活の向上と府内産業の振

興に尽力されるとともに、本所事業にご指導・ご協力をいただき厚く

御礼申し上げます。 

 

さて、３年以上にわたるコロナ禍もようやく落ち着き、社会経済活

動は回復傾向にあるものの、エネルギー資源や原材料価格等の高騰に

より、中小企業は依然として厳しい経営環境下にあります。加えて、

多くの企業において人手不足が深刻化しており、事業の継続や持続的

な成長を遂げるためには、新たな付加価値の創造による「成長」と、

公正・適正な取引や賃上げを含む人への投資による「分配」の好循環

を生み出すことが不可欠です。 

 

また、喫緊の問題である人口減少をはじめとする社会課題に加え、

デジタル化の急速な進展等、社会変化を的確にとらえた上で、次世代

の京都産業を担う起業家育成はもとより、大阪・関西万博や文化庁京

都移転を契機とした地域活性化等、京都のこれからの発展に向けた取

組を拡大することが重要となります。 

 

京都府におかれましては、本所事業や京都経済センターの運営に対

して支援いただくとともに、京都市や関係機関との緊密な連携のもと

で、中小企業の振興を最優先として、京都経済を活性化させる施策を

推進していただきますようお願い申し上げます。本所は令和６年度の

予算の編成に向けまして、以下の項目を要望いたします。 

 

令和５年１０月 

京都商工会議所 会頭    塚  本  能  交 
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重点➊．中小企業の自己変革・持続的成長支援 （一部新規）  

 ３年あまり続いたコロナ禍は一定沈静化したものの、物価の高騰や人手不足等によ

って、京都企業は依然厳しい経営状況である。とりわけ、経営体力の弱い中小・小規

模企業では、廃業や倒産の増加が懸念されることから、万全の経営支援体制のもとで、

事業継続と雇用維持に向けた支援を強化することが求められる。 

また、ビヨンドコロナの社会において中小・小規模企業が将来に希望が持てるよう、

生産性向上や新たな価値創造等、多様な成長戦略の実現に向けて強力に後押しするこ

とが重要である。 

 

≪１－①. 資金繰り支援および事業継続支援の充実≫ 

○新型コロナウイルス感染症対応資金等の資金繰り支援策を活用している企業では、物

価の高騰や人手不足など業況が回復しない中、据置措置の終了によって資金繰りのさ

らなる悪化に直面する恐れがある。ついては、金融機関に対してリスケ（返済条件変

更）中においても、本業支援や事業性評価に基づく追加融資等の柔軟な対応の継続を

求めるとともに、借入金の元本返済や利息支払いの開始時期を猶予するための支援や

コロナ関連融資から借換え可能な超長期・低利の融資制度の整備について、引き続き

国に働きかけられたい。特に、過剰債務を抱える事業者に対しては、保証債務の条件

変更に可能な限り柔軟に対応されるよう、信用保証協会へ働きかけられたい。 

  

 ○本所が四半期毎に行っている企業調査では、原材料・燃料価格の高騰等を経営上の

課題として挙げている企業が８期連続で最も多くなっている。企業の事業継続のた

めにも、省エネ機器の導入等を支援する補助金の充実をはじめ、引き続き、エネル

ギー価格の低減に向けた措置等を講じるよう国に働きかけられたい。 

    

○事業再構築補助金は、新分野展開が申請要件となっており、未知の領域への挑戦は

非常にリスクが高く、中小企業にとってハードルが高い制度となっている。物価高、

コロナ等の影響を受けた事業者が自らの強みを活かして生産性向上、顧客開拓等に

取組む等、既存事業の強化、下支えとなるよう事業者の実情に寄り添った補助金制

度を整備されたい。  

   

○本所が国から受託運営している京都府事業承継・引継ぎ支援センターでは、新規相

談件数・回数とも年々増加している（2018年度：新規相談件数 166社、相談回数 280

回／2022年度：新規相談件数 385社、相談回数 2,150回）。その一方で、コロナ禍

で経営基盤が傷んだ企業からの事業再建や事業の磨き上げのほか、事業承継計画の

着実な遂行や引継ぎ事業の継続・成長に向けた伴走支援が重要となってくる。 

ついては、シームレスな事業承継を後押しするためにも、経営支援員の増員を含め

た支援体制の強化・充実を図られたい。 

重点要望項目 
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○円滑な事業承継や事業引継ぎを行うためには早期の準備・対策が重要である。中小

企業に早期着手の重要性を啓発するとともに、京都府事業承継・引継ぎ支援センタ

ーの周知、利用促進について、自治体や各支援機関、業界団体、金融機関等の機関

誌や Web、マスメディア等を活用して積極的な情報発信に取組まれたい。 

 

○事業承継は顧問税理士等の士業に相談されることが多い。親族承継や従業員承継等、

士業が抱えている多くの案件について、京都府事業承継・引継ぎ支援センターのス

キームを活かすよう士業団体等への働きかけを強化されたい。 

 

○事業承継の課題の一つであるものづくりや伝統産業の技術者等の担い手不足につい

ては、専門教育機関や行政の技術者養成機関等とのネットワーク等を構築すること

とともに、後継者難の事業者等とのマッチング支援を強化するなど、官民一体とな

って課題解決に向けた取組を促進されたい。 

 

○本年の経営安定相談件数は、8月末時点で 27件であり、昨年同時期を上回ってい

る。また、中小企業庁の調査では 2023年 7月から 2024年 4月にかけてゼロゼロ

融資の返済開始時期が集中していると確認されており、今後も資金繰り悪化に苦

しむ企業からの経営安定相談案件も増加することが見込まれる。事業が継続でき

ない場合の不良債権を速やかに整理し、倒産の連鎖を最小限に止めることが肝要

となる。その取組の中核となる経営安定相談事業の重要性を十分考慮のうえ、同

事業の強化に向けた予算の拡充を図られたい。 

    

≪１－②. 経営支援体制の強化および IT化・DX 推進等支援策の充実≫  

中小企業庁では、中小・小規模事業者への新たな支援のあり方として「経営力再構

築伴走支援」を策定・推進しているところである。複雑化・高度化する経営課題の解

決に向け、経営者との対話と傾聴を通じ、経営者一人ひとりに気づきを与え課題解決

に向けて自走を促す、時間をかけたより丁寧な支援が求められている。 

 

○「経営革新」にかかる指導回数がコロナ前の 2,982回（2018年度）から 4,533回

（2022年度）に、また「情報化」にかかる指導回数が 48回（2018 年度）から 102

回（2022年度）と大幅に増加する等、新事業の立ち上げをはじめ、生産性向上や IT

活用に関する経営支援、伴走支援等、経営支援員に求められる役割は高度化してい

る。また、国・地方自治体等から数多くの補助金が発表されている現在、補助金の

申請支援業務の大幅な増加（一例：持続化補助金 2022年度 713件／2023年 6月時

点 270件）や、窓口指導件数の増加（2018年度 8,843回／2022年度 13,343回）す

る等、業務量は目に見えて増加しているうえ、相談対応スペースが不足している。

ついては、経営支援員の増員や人件費単価の引き上げ、事務費の増額、相談対応ス

ペースの確保並びに高度な知識、スキル、経験を用いて多様な経営課題に適切に対

応できる経営支援員の育成が図れるよう、「京都府小規模事業経営支援事業費補助

金」の拡充を図られたい。また、高年齢者雇用安定法の改正により 70歳までの就業
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機会の確保が努力義務となることから、現在 65 歳となっている対象年齢の引き上

げを検討されたい。併せて多様な働き方に対応できるよう柔軟な京都府小規模事業

経営支援事業費補助金の運用を図られたい。 

  

○コロナ禍以降、本所では業務改善や生産性向上に取組む小規模・中小企業のデジ

タル化支援を強化しているところである。その中で、中小企業の IT化・DX推進を

阻む大きな壁が、専門人財の不足や設備投資の負担に加えて、取組の進め方や効果が

分かりにくい点にある。ついては、小規模・中小企業の実態に合わせたデジタル化を

丁寧に支援するために、経営支援員の増員の他、意識啓発に資するセミナー・動画配

信だけでなく IT ツールの理解を深める展示会、具体的な導入支援に資する相談事業

を実施するための予算を拡充されたい。あわせて、事業者のリスク対策としてサイバ

ーセキュリティへの啓発や注意喚起をこれまで以上に強化されるとともに、事業者へ

的確な助言ができるよう経営支援員の資質向上に係る予算の拡充を図られたい。 

 

○オンライン経営相談等の実施に必要となる ITツールや ITシステムの導入・運用管

理費用等に対する予算措置とともに、現在窓口指導とされているオンラインによる

経営指導を巡回指導と同様に扱う等、デジタル化に対応した運用基準の見直しを図

られたい。また、補助事業の申請や実績報告、検査等の諸手続きが効率的に実施で

きるよう行政手続きのデジタル化を推進されたい。 

 

○新型コロナウイルス感染が始まって以降、補助金等の申請支援が本所に集中して

おり、本所経営支援員だけでは対応ができず、会員・非会員を問わず中小企業の

相談対応強化のために士業を起用している（士業による持続化補助金対応：2022

年 6 月 46 件／2023 年 6 月 76 件）。今後、物価高騰や新たな成長を実現するため

の様々な補助金等が実施される中で、その申請支援に柔軟に対応できるよう引き

続き相談窓口強化のための予算措置を図られたい。 

 

○中小企業応援隊としての経営支援業務が、本所をはじめ一部機関に集中するなど

の課題に対し、業務の分散化や人員体制等の実情に合った適正な予算配分・運用

に取組む等、持続可能な経営支援体制への転換に取組まれたい。 

 

○物価高騰対策をはじめ、生産性向上や IT活用に関する支援等、経営支援員に求めら

れる役割は増大しているうえ、高度化している。ついては、効果的な支援事例・ノ

ウハウの共有や、外部専門家等によるアドバイス、さらには、(独)中小企業基盤整

備機構の集中的な研修プログラム等を受講し、経営診断や財務分析等の専門的技能

を短期間で習得するために必要な予算措置を講じられたい。 

 

○経営支援活動の一環として、自助努力に取組む中小企業の伴走支援に活用できる

ステップアップ事業補助金等の充実を図られたい。 
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○経営支援員による補助金利用状況の経過報告等の資料作成については、効果等を十

分に検証し、簡便化を検討されたい。 

 

 

重点➋．円滑な価格転嫁に向けた環境整備・パートナーシップ構築宣言の推進 （新規） 

 サプライチェーン全体での「成長」と賃上げを含む人への投資による「分配」の好

循環を目指す「パートナーシップ構築宣言」を官民挙げて取組まれており、京都企業

においても 583社（令和 5年 8月現在）が宣言している。中小企業庁が行った調査で

は、価格転嫁ができている割合が高くなるほど、企業における賃上げ率も高くなる傾

向が確認されていることから、持続的な賃上げができる環境を整備するためにも、国、

自治体、経済界が一致協力して、パートナーシップ構築宣言のさらなる普及並びに実

効性の向上を通じた円滑な価格転嫁を推進することが重要である。 

 

○本所が 2023年 3月に実施した調査によると 89.7%の企業で価格転嫁を十分にでき

ていないことが確認されている。多くの企業や人が共に豊かさを実感できる社会

の実現のためにも、円滑な価格転嫁に資する研修会・勉強会の実施や、価格交渉

ハンドブックの配布等、取引事業者、最終消費者の理解促進に向けた一層の啓発

活動を本所ができるよう経営支援員の増員を含めた支援体制強化のための予算措

置を図られたい。 

 

○国、自治体等からの委託事業等における採択条件化、各種補助金への加点要素へ

の追加や公共工事の優先発注、低利な制度融資の創設等、「パートナーシップ構築

宣言」宣言事業者に対する優遇策を強力に推進されるよう働きかけられたい。 

 

 

重点➌．次世代の産業人財の採用・育成・定着支援 （一部新規） 

 慢性的な人手不足への対応と、付加価値の源泉である人への投資の両立が、今後より一層重要となって

くる。労働市場の流動性が高まる中、持続的な成長を図るためには、人を企業の成長を支える財産と捉え、

計画的な採用・育成・定着を図り、組織基盤の強化を図ることが大切である。 

 

≪３－①．京都経済の持続的成長に向けた新しい経営課題に対応する人財の育成≫ 

 国内外の社会情勢の動きや Chat GPTをはじめとした AI・DX技術の進歩、多様化す

る価値観に対応するため、これまでにないビジネスモデルの構築や新しい経営課題へ

の対応が多くの業種・業態において不可欠となっている。京都経済の持続的成長に向

けて、こうした課題への対応力を高めるために、京都企業の人財育成を推進すること

が重要となる。また、若手人財の定着率の低下や、首都圏への流出等、企業にとって

人手不足への対応が喫緊の課題である。京都には伝統産業からハイテク産業、大学や

研究機関等、多様な産学が集積しており、こうした強みを活かした人財育成モデルを

推進し、地域で育てた人財が活躍し、定着する環境を構築することが急務である。 
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○中小企業の人手不足に対応するため、人財の「採用」・「育成」・「定着」のシームレ

スな支援と、人財を育てる土壌となる「組織開発」が大切である。本所では、「人

財トータルサポート事業」を通じて、中小企業の自己変革を後押ししている。人

財に関わる多様な課題に対応し、的確な施策誘導を通じた経営支援を行うために

専門家派遣の予算を充実されたい。 

 

○イノベーションを起こすためには、他社や異業種から自社にない知見やノウハウ、

考え方等に接し、新たな刺激を受ける環境が不可欠であり、自社における社員研

修だけではなく、企業や業界の枠を越えた人財育成のニーズが高まっている。そ

うした企業のニーズに応えるため、本所が令和６年度から実施を計画している他

社・異業種との研修・交流会の開催に向けて支援を検討されたい。 

    

○中小企業の生産性向上に向け、中小企業における従業員等社内人財の IT リテラシー

を向上することが重要であり、デジタル知識のリスキリングに対する中小企業向けの

助成制度等支援策を強化されたい。 

 

≪３－②．人財確保と育成に対する支援の充実・強化≫ 

人口減少やビヨンドコロナの社会変化、理工系人財不足等を見据え、これからの京

都企業の労働力を確保するため、求職者の接点を拡大し、企業の情報発信の強化やマ

ッチングを進める等、双方のニーズを踏まえた人財確保・育成のあり方が求められて

いる。 

 

○京都で学ぶ学生等が未来の京都づくりを担う人財となるよう就業促進を目的と

した企業の情報発信を強化するとともに、学生と企業のマッチング機会を増やす

等、経済界や教育界と連携したキャリア教育およびインターンシップ等の取組を

強化されたい。 

 

○京都ジョブ博や業界研究会への出展機会を増やす等、既卒・外国人・シニア人財

を含めた求職者と企業の接点を増やすとともに、人財確保につながる助成制度の

充実等、採用支援への取組を強化されたい。 

 

○とりわけ、コロナ禍で離職が増えたサービス・観光業界や働き方関連法案により労

働時間が規制強化される運送・建設業界は人手不足が深刻であり、より一層の支援

充実を図られたい。 

 

○中小企業の経営者や人事担当者に対して、若手が成長を実感できる計画的な人財

育成や労働環境の整備等についての普及啓蒙ツール等を作成するとともに、定着

率の向上に繋がる施策の充実を図られたい。 
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重点④．文化と産業の交流拠点施設の整備など 

         文化庁移転を契機とした取組の推進 （一部新規） 

 文化庁の京都移転を契機に、京都の文化、産業の強みを活かした新たな価値創造や

交流の拡大を加速化させる取組を進めることが重要となる。 

 

○文化庁京都庁舎に新たに設けられた情報発信室の有効活用として、伝統産業の魅

力や技術の高さを発信する機会を創出する場にするよう文化庁へ働きかけられ

たい。 

    

〇文化庁の京都移転を契機として、文化庁主催の事業等を京都で開催されるよう積

極的に働きかけられたい。 

 

〇京都で勤務する文化庁職員が京都の伝統産業や文化・観光振興等の事業等に触れ

る機会の創出を図られたい。 

 

○京都府、京都市における文化関係施策を相互に連携するとともに、文化庁連携プ

ラットフォームの活動を通じて、企業等による文化資源の活用や文化と産業分野

の連携を促す施策を強化されたい。 

 

○「文化と産業の交流拠点」を活用し、文化を基軸に新たな価値を創出する文化的

起業家の育成のほか、持続可能なクリエイター活動を後押しするためのビジネス

教育の実施や、京都への定住・集積を促す施策を強化されたい。 

 

○文化と産業の交流拠点施設として本所が整備する京都府所有資産の旧富岡鉄斎邸

について、京都の文化振興に資する適切な施設となるよう京都府においては施設所

有者として管理運営者に対して、必要な財政的支援を講じられたい。 

 

 

重点➎．「大阪・関西万博」を通じた京都経済活性化への取組 （一部新規） 

 開幕まで 2 年を切った大阪・関西万博には、2,820 万人の来場と、約 2 兆円の経済

波及効果が想定されている。2021 年 10 月、京都経済界では、万博への協力・対応に

ついて「『大阪・関西万博』京都支援協議会」を立ち上げ、京都経済界における寄付の

推進をはじめ、大阪・関西万博の成功に向けた京都企業の参加を促進する環境づくり

に関する要望やセミナーの開催等を通じて、万博の開催支援や機運醸成を行っている。

大阪・関西万博を最大限活用するため、大阪・関西万博会期中の京都への誘客をはじ

め、京都の文化や産業のポテンシャルを広く国内外に情報発信を行う、オール京都で

組織する「大阪・関西万博きょうと推進委員会」や関西文化学術研究都市で計画を進

めている「けいはんな万博」等の活動と一体となって積極的に取組むことが重要であ

る。 
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 ○「『大阪・関西万博』京都支援協議会」の運営や国および(公社)2025 年日本国際

博覧会協会への要望に基づき、京都における「大阪・関西万博」機運醸成の取組

を強化するとともに、京都企業が出展や催事、運営や営業等多様な形で万博に参

加できるよう支援されたい。また、万博会場における京都企業のものづくり技術

の採用や伝統工芸品の活用等について働きかけられたい。 

 

○関西広域連合が万博会場内に設置する関西パビリオンの京都ブースの展示の内容 

充実を通じ、京都産業の強みや地域の魅力を発信し、万博会期中の催事会場の活用

やブース展示と連動した京都への誘客を強く促す仕掛けづくりについて検討された

い。 

 

〇万博を契機に、「スタートアップ・エコシステム グローバル拠点都市」である京

都から、イノベーションを起こすスタートアップを創出・支援するため、万博会

場内の京都ブース等でスタートアップの革新的技術・サービスを世界に発信・実

証できるよう検討されたい。 

 

○大阪・関西万博に伴う来訪者数の増加に向けた準備として観光関連産業における

人財の採用・定着と生産性向上が喫緊の経営課題である。外国人財の採用・定着

や IT・DX 導入による生産性向上、ダイバーシティ等の取組に係る費用負担を軽

減する支援策を講じられたい。 

 

 ○大阪・関西万博の機会を最大限に活かすため、インバウンド向けの商品開発やキ

ャッシュレス化、多言語対応、伝統産業をはじめとする京都産業の見学プログラ

ムの実施等、新たな販路開拓やビジネスチャンス拡大を後押しする施策・予算の

拡充を図られたい。 

  

○大阪・関西万博は京都が有する歴史や伝統に育まれた文化を世界中の人々に発信

できる好機である。京都の伝統・食・生活文化を網羅したコンテンツを多言語で

作成し、積極的なプロモーション活動を展開するなどの取組を推進・支援された

い。 

  

 

 

 

１．中小企業の自己変革・持続的成長支援  再掲 

 
２．円滑な価格転嫁に向けた環境整備・パートナーシップ構築宣言の推進  再掲 

 

３．コロナ禍の完全脱却に向けた新市場販路開拓支援の充実 （一部新規） 

 コロナ禍からの完全脱却を図るためには、新たな販路開拓による売上増加が極めて

Ⅰ．中小企業の支援に関する項目 
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重要である。本所では、「京都知恵産業フェア」をはじめ、「逆見本市型商談会」や「事

前マッチング型商談会」、「京都 W.D.H.」等、様々な販路開拓事業を展開し、新市場獲

得の機会を提供している。また、参画各社の商談成果向上のため、商品力やブランド

確立等の支援に専門家とともに取組、中小企業の顧客創造を強力に後押ししている。 

 

○中小・小規模企業が変化の激しい経営環境下において、社会のニーズを的確にとら

えた商品やサービスを提供するためには、経営者に寄り添った丁寧かつきめ細や

かなサポートと成果に直結する販路拡大の場が不可欠である。両面を満たす本所

の各販路開拓事業に対する最大限の支援拡充を図られたい。 

 

○オンライン商談や ECサイト、クラウドファンディングの活用を通じ、海外も含め

た販路開拓に挑戦する中小企業等の多様な販路開拓を後押しするための支援充実

を早急に図られたい。 

 

 

４．「京都・知恵アントレ大賞」受賞企業や“K-CAP”への支援 （一部新規） 

 本所では、未来の京都経済を担う若手起業家やスタートアップ等を集中的に支援す

べく、「京都・知恵アントレプレナー支援プログラム(略称:K-CAP)」に取組んでおり、

「ベンチャーの都・京都」の復活を目指すための中核事業として、「京都・知恵アント

レ大賞」を昨年度より実施している。各機関・団体の連携・協力のもとで、同賞を京

都におけるスタートアップ・エコシステムの一翼を担う事業として発展させるととも

に、起業家の発掘や今後の成長に向けたアクセラレーション・プログラムやコミュニ

ティづくりの充実等、オール京都で起業家を一貫支援する体制を整備することが求め

られる。 

 

○「京都・知恵アントレ大賞」受賞者など起業家の社会実装を支援するため、実証

実験で先行する関西文化学術研究都市はもとより、京都府・京都市内の公園、学

校、病院等、多様な公共施設での実証実験や行政施策におけるトライアル導入等

に協力されたい。 

 

○「京商イブニングピッチ」や大企業提案型ピッチイベント等で提案される“京都

ならでは”の個性的で新しいビジネスモデルや社会課題解決に繋がる事業を行政

課題解決の有力な解決策として積極的に活用されたい。 

 

○将来の京都経済を担う起業家の輩出に向けて、起業マインドの醸成や経営者として

の資質向上、知的財産や必要な技術・ノウハウを有する人財の確保等、産業人財育

成に関する支援施策を充実されたい。 

 

○京都経済センターを中心としたスタートアップ・エコシステムの形成はもとより、

京阪神 3都市による連携を進め、国からの具体的な支援について要請されたい。 
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５．知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充  

 本所では、「知恵産業のまち・京都」の実現に向け、その源泉となる知恵ビジネス企

業の創出・発展に取組、16年が経過した。 

 オール京都の取組による知恵の認証制度の取得件数が 2千社を大きく超える等、次

代の京都産業を担う中小企業が着実に広がりを見せている。 

 これまでの取組において形成されてきた、地域の活力と雇用を生み出す多様な産業

群が集積する「知恵産業の森」のより発展的な育成を目指し、地域に根差す知恵ビジ

ネスの更なる創出はもとより、知恵の連携と協働をさらに拡大させることで、地域や

業種等の既存の枠を越え、SDGsや「Society5.0」等の社会変化に対応する“新たな知

恵ビジネス”を発掘・育成することが必要である。 

 

○知恵産業の創出拠点となる京都経済センターを活用し、スタートアップから成

長・成熟期、事業承継に至る各ステージに応じた総合的な知恵の展開を支援され

たい。特に、成長・成熟期にある企業を認定・表彰する知恵-1グランプリについ

ては、認定企業に対する広報支援や補助金制度における優遇等、オール京都によ

るトータルサポートの更なる充実・強化を図られたい。 

  

○知恵産業創造に向けた元気な成長企業に焦点をあて、京都版エコノミック・ガー

デニングの手法によって継続性を持って育成・支援するとともに、知恵に基づい

たビジネスを展開する事業者が、各々の成長ステージで活用できるきめ細やかな

公的認定制度や補助制度等の支援施策を充実・強化されたい。 

 

 

６．創業への機運醸成と創業後のフォロー支援 （一部新規） 

○本所は、産業競争力強化法による京都市の創業支援等事業計画に基づき、市内で唯

一、常時の特定創業支援等事業に対応した窓口相談と創業塾を行っている。特に、

特定創業支援の急増(2018 年度 18件、2022年度 112 件)に伴い、創業相談全体の件

数も増加（2018年度 811件、2022年度 1,107件）している。アントレプレナーシッ

プの醸成、円滑な創業のほか、創業が「多産多死」とならないよう、創業の心構え

や準備、経営、財務、人財育成等を事前に学ぶことができる支援体制の充実ととも

に、創業塾の定期的な開催、成長過程におけるフォローアップ等が講じられるよう

安定した予算の確保を図られたい。 

 

○ソーシャルビジネス（福祉・環境・地域活性化等）や中間領域・分野横断型・融合型

等、従来の型にはまらない新しいビジネス形態での創業が増えている。経営支援員

が士業をはじめとする専門家と連携し、きめ細かに支援するための専門家派遣事業

等の充実を図られたい。 

 

○創業間もない経営者が、ビジネスの安定・成長に向けて他の経営者と刺激を与え合
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いながら業種の垣根を越えて知恵の共有や交流を生み出す事業への支援を強化され

たい。 

 

○起業間もない数多くの企業が直面する人財面の課題に対処するため、必要な技

術・ノウハウを有する人財の紹介や人件費も対象経費となる補助金等の支援施策

を充実されたい。 

 

○物価高騰により、開業資金が増加傾向となる中、創業 1年以内の利子を補填する等、

新たな支援施策について検討されたい。 

 

 

７．事業継続計画(BCP)策定支援の充実 （一部新規） 

○自然災害が頻発する中、本所では大津・奈良商工会議所との３会議所間において、

疫病等を含む大規模災害時における相互協力連携や、事業者への BCP策定に資す

る啓発事業に取組んでいるところである。災害や経営環境の激変による経営相談

の急激な増加に対応できる支援体制に強化するとともに、専門家による迅速な応援

体制が構築できる仕組みや財源を確保されたい。 

 

○引き続き、本所事業との連携を通じた啓発支援や個別支援をはじめとする中小企

業の BCP 策定の促進と必要な支援の充実に取組まれたい。 

 

○地域の中小企業と防災関連機関等による災害時の協力体制構築に向けて、関係者間の

情報共有を促進する等、中小企業の防災意識や地域社会の防災力を高める取組を推進

されたい。 

 

 

８．海外ビジネスの支援強化 （一部新規） 

 オンラインによる展示会や商談会開催が特別なことではなくなり、企業の規模や立

地、資金力等に関わらず、海外市場が身近になった今、中小企業の海外市場参入チャン

スが拡大している。これを好機と捉え、海外販路開拓に取組もうとする中小企業を後押

しするための支援策の整備が必要である。 

 

○オール京都で設置した「京都海外ビジネスセンター」が、中小企業等の海外ビジ

ネスのワンストップ支援の中核となるよう、窓口機能の充実と情報発信機能のさ

らなる強化を図られたい。 

 

○JETROの「新規輸出１万者支援プログラム」の利用促進や｢JAPAN MALL事業」をはじ

め、「越境 ECサービス」の活用を通じて中小企業の海外ビジネスを後押しするにあ

たり、「京都海外ビジネスセンター」を中心とした情報提供機会の充実や相談体制の
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強化を図られたい。 

    

 

９．小売商業・商店街への支援  

 深刻化する後継者問題や、物価高騰による消費マインドの落ち込み等により、小売

商業・商店街を取り巻く環境は厳しい状況が続いているものの、コロナを経て、地域

の日常生活を支える商店街の役割は再び見直されつつある。ビヨンドコロナにおける

コミュニティの核となる商店街や小売店の地域への貢献度を高めるための支援を強

化する必要がある。 

 

○地域の賑わいとコミュニティを支え、意欲と創意あふれる商業者に対して、生産

性向上を促進するために商店街のデジタル化を後押しする補助制度や変化に対

応できる人財の育成に向けた積極的な支援を図られたい。 

 

○特に京都府商店街創生センターにおかれては、京都経済センター内に入居する関

係機関との連携を密にし、よりきめ細かな商店街への支援を展開するとともに、

民間活力を利用した空き店舗対策や事業承継・創業支援、地域資源を活かした取

組等、商店街振興につながる施策を強化されたい。 

 

 

10．消費税インボイス制度にかかる中小企業の負担軽減策の検討 （一部新規） 

 令和５年 10 月に政府が導入する消費税インボイス制度については、中小企業の負

担が大きいため、導入後も引き続き同制度の理解促進に向けた取組を進められたい。 

 

○とりわけ伝統産業においては、事業継続に向けた重点的な取組を検討されたい。 

 

 ○事業者の負担軽減に向け、会計システム導入に活用できる IT 補助金等の施策普

及を強化するとともに、インボイス制度への対応を通じて経営のデジタル化を加

速化させるための総合的な支援策を検討されたい。また、IT 活用に関する専門

相談や専門家派遣を強化するための予算を確保されたい。 

 

 

11．カーボンニュートラルに向けた中小企業の取組への支援  

 2050年のカーボンニュートラルな社会づくりに向けて、本所では、環境対策と経済

成長を両立し持続的な発展を目指す「京商・環境アクションプラン」を定め、効果的

な省エネに不可欠なエネルギー消費量の“見える化”やムダを省くことが支出抑制

につながることを示し、中小企業の環境マネジメントにかかる取組推進に努めている。 
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○環境マネジメントの促進には、本所をはじめ、京都府、京都市、(一社)京都知恵産

業創造の森等が緊密に連携した支援が不可欠であり、オール京都体制による情報共

有と支援の取組を強化されたい。 
 

○脱炭素をはじめとした環境対策に未着手の中小企業が自社の環境負荷・エネルギ

ー消費状況を知って環境への取組を積極的に進めることができるよう専門人財

の伴走型支援や省エネ性能の高い機器の導入補助等の支援策を継続されたい。 
 
 

12．府内商工会議所の連携による経営支援等の強化 （一部新規） 

○京都経済センターの機能を活用した府内商工会議所の経営支援の強化や情報ネット

ワークの拡充等、京都府商工会議所連合会として継続的に取組むべき諸事業に対す

る予算を確保されたい。 

  

○府内中小企業のデジタル化・DX化の取組を加速化するために、商工会議所の広域連

携によるオンラインセミナーの共同実施等に関する予算を拡充されたい。 

 

○府内商工会議所の経営支援員が連携して、事業承継の掘起しやマッチング支援、

販路開拓支援を行うケースが増えている。広域な経営支援をより一体的かつ効果

的に展開するためにも経営支援員同士の情報交換や交流、合同研修をより積極的

に展開できるよう予算を拡充されたい。 

 

 
 

 

１．次世代の産業人財の採用・育成・定着 （再掲） 
 
２．京都経済センターの機能推進と京都知恵産業創造の森への支援  

 京都経済センターの開業以降、本所では、組織の枠を越えた事業を展開してきた。

オープンイノベーションの拠点である京都経済センターを起点に、多様な団体や人々

が「交流と連携」をさらに拡大することが重要である。 

 

○京都産業の振興を図る京都経済センターの機能を充実させるため、その中核的機

関である(一社)京都知恵産業創造の森に対しては、引き続き京都全体のイノベー

ションを促進するにあたって必要な予算の確保と人的支援の充実を図られたい。 
 
 

３．大学と中小企業との交流促進による産学連携の拡大  

 本所は京都府立大との包括連携協定の下で、企業経営者と学生が議論・交流を図る

場をつくり、学生と企業が学び、気づきを得る機会として交流事業を展開し、企業な

Ⅱ．産業人財の育成に関する項目 
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らびに大学双方より高い評価を得ている。こうした事例が新たな産学連携の取組へと

発展し、地域力向上の大きな力になる可能性は高い。 

 

○社会課題や地域の課題解決に向けて、企業と大学が各々の知見に基づく意見を交わし、

互いの「顔が見える交流」を実践する本所と京都府立大学の取組をモデルケースとし、

多様な分野や地域における交流を促進する施策を講じられたい。 
 
 

４．ダイバーシティ経営の推進 （一部新規） 

○多様なバックグラウンドを持つ人財が集まることで、新しいアイデアや発想を生

み、イノベーションを促進するため、「ダイバーシティ経営」の好事例を周知広報

するとともに、新たに取組む企業を支援されたい。 

 

〇女性の活躍をさらに推進するために、企業による人財開発の取組とともに、女性

自身の主体的なスキル向上やキャリアアップを支援する施策を強化されたい。 

 

○生産労働人口の減少に対応し、多様な人財が活躍できる職場環境を整備するため、

社内の職場環境の整備等に取り組むことで、企業全体の変革・成長につながるこ

とが期待される。かかる観点から経営戦略や人事制度の再構築に向けた研修の提

供や、経営者・人事担当者の育成に対する支援策を強化されたい。 

 

○女性活躍支援拠点「京都ウィメンズベース」を核とした企業支援、人財育成、女性が

働きやすい環境を実現するための施策を充実されたい。特に、家事・育児・介護労働

の女性偏重を改善するために、男性の意識改革を含むワーク・ライフ・バランス推進

のための施策をより一層推進されたい。 

 

 

５．中小企業における健康経営の普及・促進  

 企業が従業員の健康維持・増進に取組むことは、従業員の活力だけでなく、生産性向

上や企業の人財確保にもつながる。こうした中、本所では経済産業省等が推進する「健

康経営優良法人認定制度」や京都府の「きょうと健康づくり実践企業認証制度」等、健

康経営に関する認定制度の普及・促進に努めているところである。 

 

○従業員の健康維持・増進をさらに促進するため、健康経営に関する各種認定制度に

関する中小企業の取組促進や認定企業に向けたインセンティブ拡充等の支援策を

講じられたい。 
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１．文化交流拠点施設の整備など文化庁移転を契機とした取組の推進  再掲 

 

 

２．KYOTO Next Award 事業への支援 （一部新規） 

 京都が永続的に世界中の人々を惹き付ける魅力的な街であるためには、オール京都

で、京都のさらなる魅力を継続的に発信する取組が必要である。 

 京都ブランド推進連絡協議会では、「京都創造者憲章」の理念を発展・継承し、さら

に未来志向の取組へと昇華した「KYOTO Next Award」を創設した。京都府、京都市、

本所の「オール京都」で次の時代の京都ブランドを創り出す担い手を発掘し、表彰し

ていくものである。 

                           

○京都がいつの時代においても高いブランド力を有し続けるために、「KYOTO Next 

Award」事業の普及・強化に向けて一層の支援・協力を図られたい。加えて、受賞

者の取組の広報ならびに新たな協力者との出会いの場の創出等、直接的および間

接的な支援を継続できるスキーム構築を図られたい。 

 

○京都に集う人々が歴史と文化を糧に育んだ数多くの知恵を活かしたものづくり技術、

コンテンツ、サービス等が京都ブランドを形作っている。「KYOTO Next Award」の取

組とともに国内外に向けて積極的に発信し、新たな京都の価値創造を促進されたい。 

 

 

３．京都のブランド力向上に向けた伝統産業への支援 （一部新規） 

 京都は我が国を代表する伝統産業の集積地であるが、生活様式の変化等により伝統

産業を取り巻く環境は非常に厳しい。伝統産業品を生み出す精緻な技や製品の魅力を、

国内外に対して継続的に発信するとともに、多様な生活様式に適合した新たなプロダ

クトの開発等、新しい需要獲得に向けた取組が欠かせない。 

 

○前回の「Fashion Cantata from KYOTO」では京都の和装文化をより身近に感じて

もらうために西陣織や京友禅の関連展示イベントを行ったところ、世代を問わず

多くの人が集まり、伝統文化に対する関心の高さがうかがえた。来年、節目の 30

回目を迎える Fashion Cantata from KYOTO ではより充実した関連事業として伝

統工芸品が有する精緻な技、意匠の魅力を発信する催しを計画していることから、

開催に向けて支援を検討されたい。  

   

○伝統産業の魅力や技術の高さを発信し、伝統工芸品愛好者の裾野拡大を図るとと

もに、伝統的技術を活用した新たな商品や用途開発を後押しすることで、新規顧

Ⅲ．京都ブランドの振興に関する項目 
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客開拓や事業拡大を支援されたい。 

 

○和装文化のユネスコ無形文化遺産登録への機運醸成を引き続き推進されたい。 

 

 

４．KYOTO CMEX への支援  

 今や日本文化を代表するまでに成長したコンテンツ産業は、次代の京都産業の牽引

役を担い、文化庁の京都移転を契機として一層の飛躍が期待される分野である。

「KYOTO CMEX」事業はその牽引役とも言える事業であり、コンテンツビジネスの振興

に向けて、本所はじめ、京都府、京都市が開催している事業等の継続的な実施が必要

である。 

 

○豊富なコンテンツを有する京都において、コンテンツ業界のクロスメディア展開

をさらに加速させ、ビジネスマッチングや優秀なクリエイティブ人財の育成・交

流の促進により、XR やメタバースなど新分野のビジネス創出につながるよう本

事業の一層の充実を図られたい。 

 

○コンテンツ産業を支えるクリエイターの活動に対する補助制度等を含めた総合

的な支援施策を強化されたい。 

 

○オンラインによるイベント実施が一般的な手法として定着し、利用者のさらなる

拡大が見込まれることから、業種や業態に関わらず幅広い事業者が IT や VR等を

活用したオンライン事業を展開するためのインフラ環境の整備を支援されたい。 

 

 

５．観光産業への支援強化（一部新規） 

新型コロナウイルスの５類感染症への移行や訪日旅行の解禁等を受け、特にインバ

ウンド観光客が急速に回復しているが、人手不足や物価の高騰等から、その機会を十

分に捉えられていない状況にある。観光業が持続可能なビジネスであり続けるために

は、行政・業界団体、個々の事業者が一体となった戦略的な取組が欠かせない。 

  

○観光業、外食産業の需要が急速に回復する中で、コロナ禍で流出した人財が戻ら

ず、人手不足に悩む事業者は多い。企業が外国人やシニア等、多様な人財を思い

切って採用できるよう採用・定着のための支援を強化されたい。 

 

○ビヨンドコロナにおける京都観光については、文化や自然など地域の隠れた魅力

を掘り起こしや観光の分散化を図るために、先端技術やアイデアを活かした新た

な観光関連事業の創出を図られたい。 
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〇各種施設や公共交通機関の混雑解消や道路の渋滞緩和、環境対策や防犯・治安対

策等、多様な施策を総動員して、グローバルな観光振興と住民生活との調和を図

られたい。 

 

○ビヨンドコロナや大阪・関西万博を見据え、インバウンドをはじめとした国内外か

らの誘客に向け、ビッグデータや AI 等を用いた観光地や公共交通機関等における

混雑緩和やスムーズな観光のための環境整備、XR や IT 技術を積極的に活用した京

都観光の PRを強化されたい。 

 

〇観光客の個客化・小グループ化はもとより、子連れや障がい者・高齢者、LGBTQ 等

の多様な属性やニーズへの対応に努める中小企業に対し、ビジネスモデルの転換

や設備改修等を後押しする施策を充実されたい。 

 

○IT 化やキャッシュレス化の取組が遅れている飲食店や小売店等に対する支援の

強化、補助制度等の継続・充実を図られたい。また、観光・飲食関連事業者の事

業活動における DX を促進するとともに、IT 技術を積極的に活用し、観光・文化

の魅力の発信や新たなビジネスモデルの開発を行う事業者を支援されたい。 

 

○感染症や自然災害等に備えた安全安心な観光を推進するために、これまでの新型

コロナウイルス対策として行った各種取組の効果検証を行うとともに、民間事業

者が事業継続のために行う設備導入や仕組み作り、行動マニュアルの作成等の支

援拡充を図られたい。 

 

 

６．文化財や産業遺産の活用および魅力発信の推進  

 国の文化財行政が保存優先から観光客目線での理解促進、活用へと転換したことを

受け、数多くの文化財を有する京都においてもその価値をしっかりと継承しつつ、コ

ロナ禍からの完全脱却に向けて、観光資源をさらなる磨き上げ、活用することが求め

られている。 

 

○既に存在する文化財、産業遺産等を観光資源として活用し日本遺産への登録を推

進する等、新たな切り口からの文化的資源の活用に取組まれたい。 

 

○文化資源の付加価値の向上に挑戦する京都の企業・団体に対する資金面・広報面

でのフォローアップの充実等、文化資源を活用した「上質な観光」の取組創出に

向けた支援について検討されたい。 
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７．ＭＩＣＥの戦略的推進  

 コロナ禍以前まで順調に増加していた国際会議件数を取り戻すためにも、国際会議

の需要回復期に備えて、MICE誘致に向けた、さらなる競争力強化、連携体制の構築が

必要とされている。 

○京都における国際会議を誘致するためにも、ガイドラインである「京都モデル」

の発信、また受け入れ施設に対する安心・安全な環境整備を支援されたい。 

 

○観光消費の拡大に寄与する MICE 誘致について、大阪・関西万博等を見据え、京

都市や関係機関との連携を図りつつ、地域特性を活かした府域での開催を促進さ

れたい。 

 

 

８．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用  

 大阪・関西万博を控え、日本のみならず世界から京都の観光・文化に注目が集まる

好機をとらえ、京都観光にかかわるすべての方が持続可能な京都観光をつくりあげ、

「おもてなし力」向上に貢献する観点から、「京都・観光文化検定試験（京都検定）」

を積極的に活用されたい。 

 

○観光関連の業界関係者、事業者のみならず、地域住民に対し、京都検定の活用を

奨励し、京都の魅力の再認識や「おもてなし力」の向上につなげられたい。 

 

○京都の未来を担う中高学生および教職員が、京都の知識を深め、京都への愛着を

深める契機となるよう京都検定を積極的に活用されたい。 

 

 

 

 

 

１．大阪・関西万博を通じた京都経済活性化への取組  再掲 

   

２．ライフサイエンス産業への支援  

 医療産業は、ニーズの把握や法的規制、販路開拓など円滑な新規参入や事業化へのハ

ードルが高い現状にある。そうした状況を踏まえ、京都・大阪・神戸の三商工会議所で

は、関西におけるライフサイエンス分野の産業振興を進めるため「京阪神三商工会議所

ライフサイエンス振興懇談会」を開催し、国や関係機関等への建議を行っている。今後

さらに、多種多様な技術や優れた知見を持つ京都企業の新規参入を支援するため、一層

の支援拡充が必要である。 

 

Ⅳ．都市インフラ・産業インフラに関する項目 
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○ライフサイエンス分野への中小企業の新規参入や起業に挑戦する者の拡大に向

けて、行政と支援機関、大学等の連携による一貫した支援体制の構築を図られ

たい。 

 

 

３．都市の活性化につながる企業立地の促進 （一部新規） 

 産業基盤強化や経済発展の促進、雇用機会の拡大を図るには、新たな企業誘致が必

要である。 

 

○雇用創出や税収面で貢献度の高い大企業の拠点や業界をリードするクリエイティブ

な企業の研究開発拠点を戦略的に誘致されたい。 

 

 ○企業立地に関する助成制度等のインセンティブを一層充実させるとともに、新名

神高速道路沿いや関西文化学術研究都市等、とりわけ用地需要が高い京都府南部

地域における企業立地適地の確保を積極的に推進されたい。 

 

 

４．京都経済活性化に向けた交通インフラの整備  

 関西国際空港をはじめ京都市外の主要な交通拠点とのアクセス向上は、将来の経済

活力を支え、地域振興の要であり、道路・交通インフラをはじめとした都市基盤の整

備を着実に進めることが重要となる。 

 

○国の経済成長戦略の柱である観光立国を推進するためにも、リニア中央新幹線の

ルートの選定と大阪までの早期開業の実現に向けた取組を推進されたい。また、

整備効果をより拡大させるために、アクセスの利便性向上に向けた取組を推進さ

れたい。 

 

○北陸新幹線の敦賀以西の整備は、京都府内の企業活動や観光産業の活性化にも極

めて重要であり、敦賀開業後の切れ目ない着工と早期全線開業の実現に取組まれ

たい。また、小浜・京都ルートの決定にあたっては、府内産業・文化と関わりの

深い地下水脈をはじめとする自然環境や生活環境への影響に十分配慮されたい。 

 

○京都縦貫自動車道をはじめ、暫定二車線供用中の府内高速道路の四車線化の早期

実現等、広域道路ネットワークの強化に取組まれたい。 

○2027年度に開通延期となった新名神高速道路の早期全線開通を促進されたい。 

 

○京都舞鶴港については、高速道路等の整備効果を活かした物流拠点の集積や、ク

ルーズ船の寄港誘致によるグローバルな交流・連携の取組等、環日本海における

交流拡大のための機能強化を推進されたい。また、高速道路ネットワークや港湾
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までのアクセス道路の強化等、京都市域からのアクセス向上に取組まれたい。 

 

○京都市と隣接自治体を結ぶ国道１号線や国道 9 号線等への交通集中の緩和や災

害時のリダンダンシー確保のため、京都都市圏の幹線道路の整備を推進されたい。

特に、京都市・大津市間の新たな国道 1 号線バイパスの整備を推進されたい。 

 

 

５．関西文化学術研究都市の整備促進 （一部新規） 

 「Society 5.0」（超スマート社会）の実現に向けて、関西文化学術研究都市には、

産学官民協同による国内外に開かれたイノベーション・エコシステムの構築による国

際競争力の向上への寄与が求められている。 

 

○「新たな都市創造プラン」に基づき、これまで培ってきた多様な分野における取組

の成果や集積等を活かし、世界中から優れたアイデアや技術を持つイノベーターが

集まる世界トップクラスの研究開発型オープンイノベーション拠点としての都市づ

くりを推進されたい。 

 

○研究開発型企業を中心としたスタートアップ・エコシステムの構築に向けて、京都

経済センターとの連携のもとで、同都市に立地する企業と京都府域の企業との協働

を活発化させる施策に取組まれたい。 

 

○研究開発機関が集積し、先端的な研究の拠点となっているものの、その成果や社会

的意義が、一般的に広く知られているとは言いがたいため、企業や大学の視察・見

学の積極的な受け入れ促進や活動内容の広報強化に取組まれたい。 

 

○大阪・関西万博を夢洲だけのイベントとして終わらせず、万博の効果を京都そして

関西全体へ波及させるため、「けいはんな万博 2025」の実現に向けた取組を推進さ

れたい。 

 

  

６．安心・安全な暮らしと産業の活性化を両立するまちづくり  （一部新規） 

 自然災害が多発する中で、経済活動の土台となる安心・安全な暮らしの価値が見直

されており、子供から高齢者まで幅広い世代が快適に住みやすい居住環境づくりや計

画的な宅地化等を通じて「子育て世代」の定住促進を進めていくことが重要である。 

 

○安心・安全な暮らしに欠かすことのできない自然災害に強い国土づくりと、防災・

減災のためのインフラ整備に向けて、必要な事業予算を確保し公共事業の取組を

さらに推進されたい。 
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○台風や集中豪雨により、冠水や土砂崩れが頻発する等、防災面での都市基盤整備

が急がれることから、ライフラインをはじめとした都市インフラの充実を図られ

たい。 

 

○市街化調整区域や用途地域の一層の見直しや、高さ規制の緩和措置等、都市づく

りの手法を積極的に活用し、良好な居住環境を備えた宅地化を進められたい。あ

わせて、若者・子育て世代の定住を促進するため、税制をはじめとした支援策の

思いきった拡充や環境整備を図られたい。 

 

 

７．超過課税の適正な活用について  

 現在、法人事業税・法人市民税に適用されている超過課税（通称「京都企業基盤づ

くり税」は、一部の企業がより大きな税負担をすることで社会基盤整備が促進されて

いる性質を考慮し、超過課税が振り向けられる事業をより明確に特定されるとともに、

長年本制度に基づき納税してきた京都企業が地域の発展に貢献していることについ

て、広く周知が図られるべきである。 

 

○超過課税の使途については、税収を振り向ける事業を明確に特定することで、透

明性を担保されたい。また、広報媒体においては、一部の企業がより大きな税負

担をしている超過課税が重要な財源となっていることが地域住民に伝わるよう、

丁寧な説明を附されたい。 

 

○超過課税をはじめ、課税自主権の行使や目的税の運用にあたっては、課税対象の限

定性や産業競争力の低下要因になることを考慮した上で、要件となる財政上その他

の必要性について効果を明確にするとともに、課税対象者の意見を斟酌して、慎重

に検討されたい。 

 

以 上 

 

 


